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掛川市簡易水道事業及び下水道事業の地方公営企業法の適用に伴う関係条例の整備に関する

条例

（掛川市情報公開条例の一部改正）

第１条 掛川市情報公開条例（平成17年掛川市条例第15号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委 (1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、 員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、

固定資産評価審査委員会、水道事業管理者、 固定資産評価審査委員会、消防長及び議会を

消防長及び議会をいう。 いう。

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略）

（掛川市個人情報保護条例の一部改正）

第２条 掛川市個人情報保護条例（平成17年掛川市条例第16号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。



(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委 (1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委

員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、 員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、

固定資産評価審査委員会、水道事業管理者、 固定資産評価審査委員会、消防長及び議会を

消防長及び議会をいう。 いう。

(2)～(5) （略） (2)～(5) （略）

（掛川市特別会計条例の一部改正）

第３条 掛川市特別会計条例（平成17年掛川市条例第42号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

地方自治法（昭和22年法律第67号）第209条第 地方自治法（昭和22年法律第67号）第209条第

２項の規定に基づき、事業の円滑な運営及びその ２項の規定に基づき、事業の円滑な運営及びその

経理の適正を図るため、次に掲げる特別会計を設 経理の適正を図るため、次に掲げる特別会計を設

置する。 置する。

(1) 掛川市簡易水道特別会計

(2) （略） (1) （略）

(3) （略） (2) （略）

(4) 掛川市公共下水道事業特別会計

(5) 掛川市農業集落排水事業特別会計

(6) 掛川市浄化槽市町村設置推進事業特別会計

(7) （略） (3) （略）

（掛川市公共下水道条例の一部改正）

第４条 掛川市公共下水道条例（平成17年掛川市条例第97号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。



改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用 第３条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)～(11) （略） (1)～(11) （略）

(12) 公共ます 排水設備と公共下水道との接点 (12) 公共ます 排水設備と公共下水道との接点

に設けられるますで、公共下水道管理者が設 に設けられるますで、下水道事業の管理者の

置し、管理を行うものをいう。 権限を行う市長（以下「管理者」という｡)が

設置し、管理を行うものをいう。

（公共ますの設置） （公共ますの設置）

第５条 義務者は、公共ますの設置に先立ち、公 第５条 義務者は、公共ますの設置に先立ち、公

共ますの位置、設置の時期その他市長が必要と 共ますの位置、設置の時期その他管理者が必要

認める事項を市長に届け出なければならない。 と認める事項を管理者に届け出なければならな

い。

（排水設備の設置義務） （排水設備の設置義務）

第６条 義務者は、法第10条第１項ただし書に規 第６条 義務者は、法第10条第１項ただし書に規

定する場合を除き、公共下水道の供用が開始さ 定する場合を除き、公共下水道の供用が開始さ

れた日から１年以内に排水設備（水洗便所のタ れた日から１年以内に排水設備（水洗便所のタ

ンク及び便器を除く｡)を設置しなければならな ンク及び便器を除く｡)を設置しなければならな

い。ただし、市長が特別の理由があると認める い。ただし、管理者が特別の理由があると認め

ときは、当該期間を延長することができる。 るときは、当該期間を延長することができる。

（排水設備の接続方法、内径等） （排水設備の接続方法、内径等）

第７条 排水設備の新設、増設又は改築（以下 第７条 排水設備の新設、増設又は改築（以下

「新設等」という｡)を行おうとするときは、次 「新設等」という｡)を行おうとするときは、次

に掲げる事項を守らなければならない。 に掲げる事項を守らなければならない。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 排水設備を公共ます等に固着させるとき (3) 排水設備を公共ます等に固着させるとき

は、公共下水道の施設の機能を防げ、又はそ は、公共下水道の施設の機能を防げ、又はそ

の施設を損傷するおそれのない箇所及び工事 の施設を損傷するおそれのない箇所及び工事

の実施方法で、規則で定めるものによるこ の実施方法で、規程で定めるものによるこ

と。 と。

(4) 排水管の内径及び勾配は、別表第１に定め (4) 排水管の内径及び勾配は、別表第１に定め

るものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄 るものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄

に掲げる排水人口の区分に応じ、同表の中欄 に掲げる排水人口の区分に応じ、同表の中欄

に定める内径の排水管と同程度以上の流下能 に定める内径の排水管と同程度以上の流下能

力のあるものとすること。ただし、市長が特 力のあるものとすること。ただし、管理者が

別の理由があると認める場合は、この限りで 特別の理由があると認める場合は、この限り

ない。 でない。

（排水設備等の計画の確認） （排水設備等の計画の確認）

第８条 排水設備又は排水設備に接続する除害施 第８条 排水設備又は排水設備に接続する除害施

設（以下「排水設備等」という｡)の新設等を行 設（以下「排水設備等」という｡)の新設等を行

おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水 おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水

設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適 設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適



合するものであることについて、規則で定める 合するものであることについて、規程で定める

ところにより、市長の確認を受けなければなら ところにより、管理者の確認を受けなければな

ない。 らない。

２ 前項の規定は、同項の規定により市長の確認 ２ 前項の規定は、同項の規定により管理者の確

を受けた事項を変更しようとするときについて 認を受けた事項を変更しようとするときについ

準用する。 て準用する。

（排水設備等の新設等の検査） （排水設備等の新設等の検査）

第９条 排水設備等の新設等を行った者は、工事 第９条 排水設備等の新設等を行った者は、工事

が完了した日から５日以内にその旨を市長に届 が完了した日から５日以内にその旨を管理者に

け出なければならない。 届け出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合 ２ 管理者は、前項の規定による届出があった場

は、速やかに検査をし、当該工事の内容が排水 合は、速やかに検査をし、当該工事の内容が排

設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適 水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に

合していると認めるときは、当該排水設備等の 適合していると認めるときは、当該排水設備等

新設等を行った者に対し、検査済証を交付する の新設等を行った者に対し、検査済証を交付す

ものとする。 るものとする。

（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施）

第10条 排水設備等の新設等に係る工事（設計を 第10条 排水設備等の新設等に係る工事（設計を

含む｡)は、市長が該当工事に関し技能を有する 含む｡)は、管理者が該当工事に関し技能を有す

者として指定する掛川市排水設備指定工事店 る者として指定する掛川市排水設備指定工事店

（以下「指定工事店」という｡)が行わなければ （以下「指定工事店」という｡)が行わなければ

ならない。ただし、市長が指定工事店以外の者 ならない。ただし、管理者が指定工事店以外の

に当該工事を行わせることが適当であると認め 者に当該工事を行わせることが適当であると認

るときは、この限りでない。 めるときは、この限りでない。

２ （略） ２ （略）

（既設排水施設の認定） （既設排水施設の認定）

第11条 現に使用している排水施設を排水設備等 第11条 現に使用している排水施設を排水設備等

として使用しようとする者は、第８条第１項の として使用しようとする者は、第８条第１項の

規定に準じて市長の確認を受けなければならな 規定に準じて管理者の確認を受けなければなら

い。 ない。

（除害施設の設置） （除害施設の設置）

第13条 （略） 第13条 （略）

(1)～(11) （略） (1)～(11) （略）

２ （略） ２ （略）

３ 前２項の規定は、規則で定める物質又は項目 ３ 前２項の規定は、規程で定める物質又は項目

に係る水質の下水で、規則で定める量のものに に係る水質の下水で、規程で定める量のものに

ついては、適用しない。 ついては、適用しない。

（監督処分） （監督処分）

第14条 市長は、使用者が前条の規定に違反して 第14条 管理者は、使用者が前条の規定に違反し

いるときは、当該使用者に対し、期限を定めて ているときは、当該使用者に対し、期限を定め

当該下水の水質の改善又は公共下水道への排除 て当該下水の水質の改善又は公共下水道への排

を一時停止することを命ずることができる。 除を一時停止することを命ずることができる。

（計測装置の設置等） （計測装置の設置等）

第15条 市長は、工場又は事業場から排除される 第15条 管理者は、工場又は事業場から排除され

下水の排水量又は水質を認定するため、必要と る下水の排水量又は水質を認定するため、必要



認めるときは、当該工場又は事業場の敷地内の と認めるときは、当該工場又は事業場の敷地内

適当な場所に測定のための計測装置を設置する の適当な場所に測定のための計測装置を設置す

ことができる。 ることができる。

２・３ （略） ２・３ （略）

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出）

第17条 使用者は、公共下水道の使用を開始し、 第17条 使用者は、公共下水道の使用を開始し、

休止し、若しくは廃止し、又は現に休止してい 休止し、若しくは廃止し、又は現に休止してい

る公共下水道の使用を再開しようとするとき る公共下水道の使用を再開しようとするとき

は、遅滞なく、書面により市長に届け出なけれ は、遅滞なく、書面により管理者に届け出なけ

ばならない。 ればならない。

２・３ （略） ２・３ （略）

（使用者等の変更の届出） （使用者等の変更の届出）

第18条 使用者の変更（名義変更、使用者の氏名 第18条 使用者の変更（名義変更、使用者の氏名

又は住所の変更その他の異動をいう｡)があった 又は住所の変更その他の異動をいう｡)があった

ときは、遅滞なくその旨を市長に届け出なけれ ときは、遅滞なくその旨を管理者に届け出なけ

ばならない。ただし、法第12条の７の規定によ ればならない。ただし、法第12条の７の規定に

る届出があった場合は、当該届出を本条の規定 よる届出があった場合は、当該届出を本条の規

による届出とみなす。 定による届出とみなす。

（使用料の徴収） （使用料の徴収）

第19条 市長は、公共下水道の使用について、使 第19条 管理者は、公共下水道の使用について、

用者から使用料を徴収する。 使用者から使用料を徴収する。

２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に ２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に

より、毎月又は隔月ごとに徴収する。ただし、 より、毎月又は隔月ごとに徴収する。ただし、

市長が必要と認めるときは、この限りでない。 管理者が必要と認めるときは、この限りでな

い。

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、土木建築 ３ 前項の規定にかかわらず、管理者は、土木建

に関する工事の施行に伴う排水のため、公共下 築に関する工事の施行に伴う排水のため、公共

水道を使用する場合その他公共下水道を一時使 下水道を使用する場合その他公共下水道を一時

用する場合において、必要と認めるときは、使 使用する場合において、必要と認めるときは、

用料を前納させることができる。この場合にお 使用料を前納させることができる。この場合に

いて、使用料の精算は、当該使用の廃止の届出 おいて、使用料の精算は、当該使用の廃止の届

があったとき、又は市長が必要と認めるときに 出があったとき、又は管理者が必要と認めると

行う。 きに行う。

（使用料の算定方法） （使用料の算定方法）

第20条 （略） 第20条 （略）

２ 前項に規定するもののほか、使用料の算定方 ２ 前項に規定するもののほか、使用料の算定方

法については、掛川市水道事業給水条例（平成 法については、掛川市水道事業給水条例（平成

17年掛川市条例第179号）第23条及び第25条 17年掛川市条例第179号）第23条及び第25条

（第２号及び第３号を除く。以下この項におい （第２号及び第３号を除く。以下この項におい

て同じ｡)の規定を準用する。この場合におい て同じ｡)の規定を準用する。この場合におい

て、同条例第23条中「管理者」とあるのは「市 て、同条例第23条中「使用水量」とあるのは

長」と、「使用水量」とあるのは「排除汚水 「排除汚水量」と、「料金」とあるのは「使用

量」と、「料金」とあるのは「使用料」と、同 料」と、同条例第25条中「水道」とあるのは

条例第25条中「水道」とあるのは「公共下水 「公共下水道」と、「料金」とあるのは「使用

道」と、「料金」とあるのは「使用料」と、 料」と、「使用水量」とあるのは「排除汚水



「使用水量」とあるのは「排除汚水量」と読み 量」と読み替えるものとする。

替えるものとする。

（排除汚水量の算定方法） （排除汚水量の算定方法）

第21条 排除汚水量の算定方法は、次の各号に掲 第21条 排除汚水量の算定方法は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定めるものとす げる区分に応じ、当該各号に定めるものとす

る。 る。

(1) 水道水を使用した場合における排除汚水量 (1) 水道水を使用した場合における排除汚水量

水道（水道法（昭和32年法律第177号）第３ 水道（水道法（昭和32年法律第177号）第３

条第１項の水道をいう｡)の使用水量とする。 条第１項の水道をいう｡)の使用水量とする。

ただし、使用者が給水装置（同条第９項の給 ただし、使用者が給水装置（同条第９項の給

水装置をいう｡)を共同で使用している場合等 水装置をいう｡)を共同で使用している場合等

においては、それぞれの使用者の使用の態様 においては、それぞれの使用者の使用の態様

を勘案して市長が認定する使用水量とする。 を勘案して管理者が認定する使用水量とす

る。

(2) 水道水以外の水を使用した場合における排 (2) 水道水以外の水を使用した場合における排

除汚水量 水道水以外の水に係る使用水量と 除汚水量 水道水以外の水に係る使用水量と

し、当該使用水量は、使用の態様を勘案して し、当該使用水量は、使用の態様を勘案して

市長が認定する。 管理者が認定する。

(3) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使 (3) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使

用する水の量がその営業に伴い公共下水道に 用する水の量がその営業に伴い公共下水道に

排除する汚水の量と著しく異なるものを営む 排除する汚水の量と著しく異なるものを営む

使用者に係る排除汚水量 次項の規定により 使用者に係る排除汚水量 次項の規定により

当該使用者が提出する申告書の記載内容を勘 当該使用者が提出する申告書の記載内容を勘

案して市長が認定する。 案して管理者が認定する。

２ 前項第３号に規定する使用者は、使用月の末 ２ 前項第３号に規定する使用者は、使用月の末

日から起算して７日以内に、当該使用月におい 日から起算して７日以内に、当該使用月におい

て公共下水道に排除した汚水の量及びその算出 て公共下水道に排除した汚水の量及びその算出

の根拠を記載した申告書を市長に提出しなけれ の根拠を記載した申告書を管理者に提出しなけ

ばならない。 ればならない。

（計量装置の設置等） （計量装置の設置等）

第22条 市長は、前条第１項第２号の規定による 第22条 管理者は、前条第１項第２号の規定によ

認定のため、必要があると認めるときは、適当 る認定のため、必要があると認めるときは、適

な場所に計量装置を設置することができる。 当な場所に計量装置を設置することができる。

２ （略） ２ （略）

（資料の提出） （資料の提出）

第23条 市長は、使用料を算出するために必要な 第23条 管理者は、使用料を算出するために必要

限度において、使用者から必要な資料の提出を な限度において、使用者から必要な資料の提出

求めることができる。 を求めることができる。

（行為の許可） （行為の許可）

第24条 法第24条第１項の許可を受けようとする 第24条 法第24条第１項の許可を受けようとする

者は、規則で定めるところにより、市長に申請 者は、規程で定めるところにより、管理者に申

しなければならない。 請しなければならない。

２ （略） ２ （略）

３ 施行令第16条に規定する軽微な行為若しくは ３ 施行令第16条に規定する軽微な行為若しくは

次条に規定する軽微な変更をしようとする者又 次条に規定する軽微な変更をしようとする者又



は公共下水道の管渠（排水管又は排水渠をい は公共下水道の管渠（排水管又は排水渠をい

う｡)に近接して掘削工事を行おうとする者は、 う｡)に近接して掘削工事を行おうとする者は、

あらかじめ、書面により市長に届け出なければ あらかじめ、書面により管理者に届け出なけれ

ならない。 ばならない。

（特別使用許可） （特別使用許可）

第26条の２ 市長は、公共下水道の管理上支障が 第26条の２ 管理者は、公共下水道の管理上支障

ないと認めるときは、区域外流入（法第２条第 がないと認めるときは、区域外流入（法第２条

７号の排水区域の区域外の土地の汚水を公共下 第７号の排水区域の区域外の土地の汚水を公共

水道に流入させることをいう。以下同じ｡)の許 下水道に流入させることをいう。以下同じ｡)の

可をすることができる。 許可をすることができる。

２ （略） ２ （略）

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当するとき ３ 管理者は、次の各号のいずれかに該当すると

は、特別使用許可を取り消すことができる。 きは、特別使用許可を取り消すことができる。

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略）

（占用の許可） （占用の許可）

第27条 公共下水道の敷地又は排水施設に施設又 第27条 公共下水道の敷地又は排水施設に施設又

は工作物その他の物件（以下「占用物件」とい は工作物その他の物件（以下「占用物件」とい

う｡)を設け、継続して公共下水道の敷地又は排 う｡)を設け、継続して公共下水道の敷地又は排

水施設を占用しようとする者は、規則で定める 水施設を占用しようとする者は、規程で定める

ところにより、市長の許可を受けなければなら ところにより、管理者の許可を受けなければな

ない。ただし、当該占用物件について法第24条 らない。ただし、当該占用物件について法第24

第１項の許可を受けたときは、当該許可を本条 条第１項の許可を受けたときは、当該許可を本

の規定による許可とみなす。 条の規定による許可とみなす。

２ （略） ２ （略）

（占用の期間） （占用の期間）

第28条 占用物件の占用の期間は、５年以内とす 第28条 占用物件の占用の期間は、５年以内とす

る。ただし、市長が特に必要があると認めると る。ただし、管理者が特に必要があると認める

きは、10年以内とすることができる。 ときは、10年以内とすることができる。

２ 前条第１項の許可を受けた者（以下「占用 ２ 前条第１項の許可を受けた者（以下「占用

者」という｡)は、前項に規定する期間満了後に 者」という｡)は、前項に規定する期間満了後に

おいて引き続き占用を継続しようとするとき おいて引き続き占用を継続しようとするとき

は、当該期間の満了前30日までに同項の規定に は、当該期間の満了前30日までに同項の規定に

準じて市長の許可を受けなければならない。 準じて管理者の許可を受けなければならない。

（原状回復） （原状回復）

第30条 占用者は、当該占用の期間が満了したと 第30条 占用者は、当該占用の期間が満了したと

き、又は当該占用物件を設ける目的を廃止した き、又は当該占用物件を設ける目的を廃止した

ときは、当該占用物件を除去し、原状に回復し ときは、当該占用物件を除去し、原状に回復し

なければならない。ただし、原状に回復するこ なければならない。ただし、原状に回復するこ

とが不適当であると市長が認めるときは、この とが不適当であると管理者が認めるときは、こ

限りでない。 の限りでない。

２ 市長は、当該占用者に対して、前項の規定に ２ 管理者は、当該占用者に対して、前項の規定

よる原状回復又は原状に回復することが不適当 による原状回復又は原状に回復することが不適

な場合の措置について、必要な指示をすること 当な場合の措置について、必要な指示をするこ

ができる。 とができる。

（代理人等の選任） （代理人等の選任）



第31条 義務者又は使用者が市内に住所又は事務 第31条 義務者又は使用者が市内に住所又は事務

所等を有しないとき、又は市長が必要と認める 所等を有しないとき、又は管理者が必要と認め

ときは、この条例で定める事項のうち、義務者 るときは、この条例で定める事項のうち、義務

又は使用者が処理すべきこととされているもの 者又は使用者が処理すべきこととされているも

を処理させるため、市内に住所を有する者のう のを処理させるため、市内に住所を有する者の

ちから代理人を選任し、書面により市長に届け うちから代理人を選任し、書面により管理者に

出なければならない。 届け出なければならない。

２ （略） ２ （略）

３ 排水設備等を共有し、又は共用する者は、義 ３ 排水設備等を共有し、又は共用する者は、義

務者及び使用者のうちからこの条例に定める事 務者及び使用者のうちからこの条例に定める事

項を処理させるため、総代人を定め、市長に届 項を処理させるため、総代人を定め、管理者に

け出なければならない。 届け出なければならない。

４ （略） ４ （略）

５ 市長は、第１項から前項までの規定により届 ５ 管理者は、第１項から前項までの規定により

出のあった代理人又は総代人が適当でないと認 届出のあった代理人又は総代人が適当でないと

めるときは、当該届出に係る代理人又は総代人 認めるときは、当該届出に係る代理人又は総代

を変更させることができる。 人を変更させることができる。

（使用料等の減免） （使用料等の減免）

第32条 市長は、公益上その他特別の事情がある 第32条 管理者は、公益上その他特別の事情があ

と認めるときは、使用料又は占用料を減免する ると認めるときは、使用料又は占用料を減免す

ことができる。 ることができる。

（委任） （委任）

第33条 この条例の施行に関し必要な事項は、規 第33条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 程で定める。

（掛川市公共下水道事業負担金条例の一部改正）

第５条 掛川市公共下水道事業負担金条例（平成17年掛川市条例第98号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（受益者） （受益者）

第２条 （略） 第２条 （略）

２ 市長は、排水区域内における土地区画整理法 ２ 下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

（昭和29年法律第119号）による土地区画整理 「管理者」という｡)は、排水区域内における土

事業の施行に係る土地について仮換地の指定が 地区画整理法（昭和29年法律第119号）による



行われた場合において、必要があると認めると 土地区画整理事業の施行に係る土地について仮

きは、換地処分が行われたものとみなして、前 換地の指定が行われた場合において、必要があ

項の受益者を定めることができる。 ると認めるときは、換地処分が行われたものと

みなして、前項の受益者を定めることができ

る。

（負担区の決定等） （負担区の決定等）

第３条 市長は、土地の状況に応じ、処理区域 第３条 管理者は、土地の状況に応じ、処理区域

（掛川市公共下水道条例（平成17年掛川市条例 （掛川市公共下水道条例（平成17年掛川市条例

第97号）第４条に規定する処理区域をいう。以 第97号）第４条に規定する処理区域をいう。以

下同じ｡)ごとに排水区域を２以上の負担区に区 下同じ｡)ごとに排水区域を２以上の負担区に区

分することができる。 分することができる。

２ 市長は、前項の規定により負担区を定めたと ２ 管理者は、前項の規定により負担区を定めた

きは、当該負担区の名称、区域及び地積を告示 ときは、当該負担区の名称、区域及び地積を告

するものとする。 示するものとする。

（負担金の額） （負担金の額）

第４条 （略） 第４条 （略）

２ 前項の規定により受益者が負担する負担金の ２ 前項の規定により受益者が負担する負担金の

額の算定基準となる地積は、公簿によるものと 額の算定基準となる地積は、公簿によるものと

し、第２条第２項の仮換地の指定が行われた土 し、第２条第２項の仮換地の指定が行われた土

地については、当該仮換地の地積とする。ただ 地については、当該仮換地の地積とする。ただ

し、市長が必要があると認めるときは、実測そ し、管理者が必要があると認めるときは、実測

の他の方法によることができる。 その他の方法によることができる。

３ （略） ３ （略）

（賦課対象区域の決定等） （賦課対象区域の決定等）

第７条 市長は、負担金を賦課しようとするとき 第７条 管理者は、負担金を賦課しようとすると

は、年度の当初に賦課しようとする区域（以下 きは、年度の当初に賦課しようとする区域（以

「賦課対象区域」という｡)を定め、これを告示 下「賦課対象区域」という｡)を定め、これを告

するものとする。 示するものとする。

２ （略） ２ （略）

（負担金の賦課及び徴収） （負担金の賦課及び徴収）

第８条 市長は、前条第１項の規定による告示の 第８条 管理者は、前条第１項の規定による告示

日現在における当該告示のあった賦課対象区域 の日現在における当該告示のあった賦課対象区

内の土地に係る受益者ごとに、第４条又は第５ 域内の土地に係る受益者ごとに、第４条又は第

条の規定により算出した負担金の額を定め、賦 ５条の規定により算出した負担金の額を定め、

課するものとする。 賦課するものとする。

２ （略） ２ （略）

３ 市長は、第１項の規定により負担金の額を定 ３ 管理者は、第１項の規定により負担金の額を

めたときは、遅滞なく当該負担金の額、納期限 定めたときは、遅滞なく当該負担金の額、納期

その他必要な事項を受益者に通知するものとす 限その他必要な事項を受益者に通知するものと

る。 する。

４ （略） ４ （略）

（負担金の減免） （負担金の減免）

第９条 国又は地方公共団体が公共の用に供して 第９条 国又は地方公共団体が公共の用に供して

いる土地で規則で定めるものについては、負担 いる土地で規程で定めるものについては、負担

金を徴収しないものとする。 金を徴収しないものとする。



２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する受益 ２ 管理者は、次の各号のいずれかに該当する受

者の負担金を減免することができる。 益者の負担金を減免することができる。

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略）

(6) 前各号に掲げる受益者のほか、市長が特に (6) 前各号に掲げる受益者のほか、管理者が特

負担金を減免する必要があると認める受益者 に負担金を減免する必要があると認める受益

者

（負担金の徴収猶予） （負担金の徴収猶予）

第10条 市長は、次の各号のいずれかに該当する 第10条 管理者は、次の各号のいずれかに該当す

場合においては、負担金の徴収を猶予すること る場合においては、負担金の徴収を猶予するこ

ができる。 とができる。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 前２号に掲げる場合のほか、市長が特に必 (3) 前２号に掲げる場合のほか、管理者が特に

要があると認めるとき。 必要があると認めるとき。

（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い）

第11条 第７条第１項の規定による告示の日後、 第11条 第７条第１項の規定による告示の日後、

受益者の変更があった場合において、当該変更 受益者の変更があった場合において、当該変更

に係る当事者の一方又は双方がその旨を市長に に係る当事者の一方又は双方がその旨を管理者

届け出たときは、新たに受益者となった者は、 に届け出たときは、新たに受益者となった者

従前の受益者の地位を承継するものとする。た は、従前の受益者の地位を承継するものとす

だし、第８条第１項の規定により定められた額 る。ただし、第８条第１項の規定により定めら

のうち、当該届出の日までに納付すべき時期に れた額のうち、当該届出の日までに納付すべき

至っているものについては、従前の受益者が納 時期に至っているものについては、従前の受益

付するものとする。 者が納付するものとする。

（延滞金） （延滞金）

第13条 （略） 第13条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 市長は、受益者が第１項の納期限までに納付 ５ 管理者は、受益者が第１項の納期限までに納

しなかったことについてやむを得ない事由があ 付しなかったことについてやむを得ない事由が

ると認める場合においては、同項の延滞金額を あると認める場合においては、同項の延滞金額

減免することができる。 を減免することができる。

（排水区域が拡張された場合の取扱い） （排水区域が拡張された場合の取扱い）

第15条 市長は、新たに排水区域が拡張された場 第15条 管理者は、新たに排水区域が拡張された

合において必要と認めるときは、当該拡張され 場合において必要と認めるときは、当該拡張さ

た区域を一の排水区域とみなして、この条例の れた区域を一の排水区域とみなして、この条例

規定を適用することができる。 の規定を適用することができる。

（委任） （委任）

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規 第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 程で定める。

（掛川市農業集落排水処理施設条例の一部改正）

第６条 掛川市農業集落排水処理施設条例（平成17年掛川市条例第99号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって



は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用 第３条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 排水区域 排水処理施設により汚水を排除 (3) 排水区域 排水処理施設により汚水を排除

し、処理することができる地域で、第６条の し、処理することができる地域で、第６条の

規定により市長が告示した区域をいう。 規定により下水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という｡)が告示した区

域をいう。

(4)～(6) （略） (4)～(6) （略）

(7) 公共ます 排水設備と排水処理施設との接 (7) 公共ます 排水設備と排水処理施設との接

点に設けられるますで、市長が設置し、管理 点に設けられるますで、管理者が設置し、管

を行うものをいう。 理を行うものをいう。

（公共ますの設置） （公共ますの設置）

第５条 第７条に規定する排水設備の設置義務者 第５条 第７条に規定する排水設備の設置義務者

は、公共ますを設置しようとするときは、あら は、公共ますを設置しようとするときは、あら

かじめ公共ますの設置、設置の時期その他市長 かじめ公共ますの設置、設置の時期その他管理

が必要と認める事項を市長に届け出なければな 者が必要と認める事項を管理者に届け出なけれ

らない。 ばならない。

（供用開始の告示等） （供用開始の告示等）

第６条 市長は、排水処理施設の供用を開始しよ 第６条 管理者は、排水処理施設の供用を開始し

うとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を ようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項

告示するものとする。 を告示するものとする。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と (3) 前２号に掲げるもののほか、管理者が必要

認める事項 と認める事項

２ （略） ２ （略）

（排水設備の設置義務） （排水設備の設置義務）

第７条 排水区域内に汚水の排水施設（浄化槽及 第７条 排水区域内に汚水の排水施設（浄化槽及

びこれに連結した便所を含む｡)を有する建築物 びこれに連結した便所を含む｡)を有する建築物

を所有する者は、当該排水区域について前条第 を所有する者は、当該排水区域について前条第

１項の規定により告示された供用開始の日から １項の規定により告示された供用開始の日から

起算して１年以内に、当該排水施設に替えて排 起算して１年以内に、当該排水施設に替えて排

水設備を設置しなければならない。ただし、市 水設備を設置しなければならない。ただし、管

長が特別の事情があると認めるときは、この限 理者が特別の事情があると認めるときは、この



りでない。 限りでない。

２ （略） ２ （略）

（水洗便所への改造義務） （水洗便所への改造義務）

第８条 （略） 第８条 （略）

２ 市長は、前項の規定に違反している者に対 ２ 管理者は、前項の規定に違反している者に対

し、相当の期間を定めて、当該くみ取便所を水 し、相当の期間を定めて、当該くみ取便所を水

洗便所に改造すべきことを命ずることができ 洗便所に改造すべきことを命ずることができ

る。ただし、当該建築物が近く除去され、又は る。ただし、当該建築物が近く除去され、又は

移転される予定のものである場合、水洗便所へ 移転される予定のものである場合、水洗便所へ

の改造に必要な資金の調達が困難な事情がある の改造に必要な資金の調達が困難な事情がある

場合その他当該くみ取便所を水洗便所に改造し 場合その他当該くみ取便所を水洗便所に改造し

ていないことについて相当の理由があると認め ていないことについて相当の理由があると認め

られる場合は、この限りでない。 られる場合は、この限りでない。

３ （略） ３ （略）

（排水設備の接続方法、内径等） （排水設備の接続方法、内径等）

第９条 排水設備の新設、増設又は改築（以下 第９条 排水設備の新設、増設又は改築（以下

「新設等」という｡)を行おうとするときは、次 「新設等」という｡)を行おうとするときは、次

に掲げる事項を守らなければならない。 に掲げる事項を守らなければならない。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

(3) 排水設備を公共ます等に固着させるとき (3) 排水設備を公共ます等に固着させるとき

は、排水処理施設の機能を防げ、又はその施 は、排水処理施設の機能を防げ、又はその施

設を損傷するおそれのない箇所及び工事の実 設を損傷するおそれのない箇所及び工事の実

施方法で、規則で定めるものによること。 施方法で、規程で定めるものによること。

(4) 排水管の内径及び勾配は、別表第１に定め (4) 排水管の内径及び勾配は、別表第１に定め

るものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄 るものとし、排水渠の断面積は、同表の左欄

に掲げる排水人口の区分に応じ、同表の中欄 に掲げる排水人口の区分に応じ、同表の中欄

に定める内径の排水管と同程度以上の流下能 に定める内径の排水管と同程度以上の流下能

力のあるものとすること。ただし、市長が特 力のあるものとすること。ただし、管理者が

別の理由があると認める場合は、この限りで 特別の理由があると認める場合は、この限り

ない。 でない。

（排水設備等の計画の確認） （排水設備等の計画の確認）

第10条 排水設備又は排水設備に接続する除害施 第10条 排水設備又は排水設備に接続する除害施

設（以下「排水設備等」という｡)の新設等を行 設（以下「排水設備等」という｡)の新設等を行

おうとする者は、あらかじめ、その計画につい おうとする者は、あらかじめ、その計画につい

て、規則で定めるところにより市長の確認を受 て、規程で定めるところにより管理者の確認を

けなければならない。 受けなければならない。

２ 前項の規定は、同項の規定により市長の確認 ２ 前項の規定は、同項の規定により管理者の確

を受けた事項を変更しようとするときについて 認を受けた事項を変更しようとするときについ

準用する。 て準用する。

（排水設備等の新設等の検査） （排水設備等の新設等の検査）

第11条 排水設備等の新設等を行った者は、工事 第11条 排水設備等の新設等を行った者は、工事

が完了した日から５日以内にその旨を市長に届 が完了した日から５日以内にその旨を管理者に

け出なければならない。 届け出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出があった場合 ２ 管理者は、前項の規定による届出があった場

は、速やかに検査をし、当該工事の内容が第９ 合は、速やかに検査をし、当該工事の内容が第



条各号に掲げる事項に適合していると認めると ９条各号に掲げる事項に適合していると認める

きは、当該排水設備等の新設等を行った者に対 ときは、当該排水設備等の新設等を行った者に

し、検査済証を交付するものとする。 対し、検査済証を交付するものとする。

（排水設備等の工事の実施） （排水設備等の工事の実施）

第12条 排水設備等の新設等に係る工事（設計を 第12条 排水設備等の新設等に係る工事（設計を

含む｡)は、市長が当該工事に関し技能を有する 含む｡)は、管理者が当該工事に関し技能を有す

者として指定する掛川市排水設備指定工事店 る者として指定する掛川市排水設備指定工事店

（以下「指定工事店」という｡)が行わなければ （以下「指定工事店」という｡)が行わなければ

ならない。ただし、市長が指定工事店以外の者 ならない。ただし、管理者が指定工事店以外の

に当該工事を行わせることが適当であると認め 者に当該工事を行わせることが適当であると認

るときは、この限りでない。 めるときは、この限りでない。

２ （略） ２ （略）

（既設排水設備の認定） （既設排水設備の認定）

第14条 現に使用している排水施設を排水設備等 第14条 現に使用している排水施設を排水設備等

として使用しようとする者は、第10条第１項の として使用しようとする者は、第10条第１項の

規定に準じて市長の確認を受けなければならな 規定に準じて管理者の確認を受けなければなら

い。 ない。

（必要措置の指示） （必要措置の指示）

第16条 市長は、排水設備等の管理が不適切であ 第16条 管理者は、排水設備等の管理が不適切で

るため、排水処理施設の管理に支障が生ずるお あるため、排水処理施設の管理に支障が生ずる

それがあるときは、その使用者に必要な措置を おそれがあるときは、その使用者に必要な措置

指示することができる。 を指示することができる。

（特定事業場からの汚水の排除の制限） （特定事業場からの汚水の排除の制限）

第17条 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138 第17条 水質汚濁防止法（昭和45年法律第138

号。以下「水濁法」という｡)第２条第２項の特 号。以下「水濁法」という｡)第２条第２項の特

定施設又はダイオキシン類対策特別措置法（平 定施設又はダイオキシン類対策特別措置法（平

成11年法律第105号）第12条第１項第６号の水 成11年法律第105号）第12条第１項第６号の水

質基準対象施設（規則で定めるものを除く｡)を 質基準対象施設（規程で定めるものを除く｡)を

設置する工場又は事業場から汚水を排除して排 設置する工場又は事業場から汚水を排除して排

水処理施設を使用する者は、規則で定める場合 水処理施設を使用する者は、規程で定める場合

を除き、その水質が当該排水処理施設への排出 を除き、その水質が当該排水処理施設への排出

口において、次に掲げる区分に応じ、当該各号 口において、次に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める基準に適合しない汚水を排除してはな に定める基準に適合しない汚水を排除してはな

らない。 らない。

(1)～(9) （略） (1)～(9) （略）

（除害施設の設置） （除害施設の設置）

第18条 （略） 第18条 （略）

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略）

２ 前項の規定は、規則で定める物質又は項目に ２ 前項の規定は、規程で定める物質又は項目に

係る水質の汚水で、規則で定める量のものにつ 係る水質の汚水で、規程で定める量のものにつ

いては、適用しない。 いては、適用しない。

（監督処分） （監督処分）

第19条 市長は、使用者が前条の規定に違反して 第19条 管理者は、使用者が前条の規定に違反し

いるときは、当該使用者に対し、期限を定めて ているときは、当該使用者に対し、期限を定め

当該汚水の水質の改善又は排水処理施設への排 て当該汚水の水質の改善又は排水処理施設への



除を一時停止することを命ずることができる。 排除を一時停止することを命ずることができ

る。

（計測装置の設置等） （計測装置の設置等）

第20条 市長は、工場又は事業場から排除される 第20条 管理者は、工場又は事業場から排除され

汚水の排水量又は水質を認定するため、必要と る汚水の排水量又は水質を認定するため、必要

認めるときは、当該工場又は事業場の敷地内の と認めるときは、当該工場又は事業場の敷地内

適当な場所に測定のための計測装置を設置する の適当な場所に測定のための計測装置を設置す

ことができる。 ることができる。

２・３ （略） ２・３ （略）

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出）

第21条 使用者は、排水処理施設の使用を開始 第21条 使用者は、排水処理施設の使用を開始

し、休止し、若しくは廃止し、又は現に休止し し、休止し、若しくは廃止し、又は現に休止し

ている排水処理施設の使用を再開しようとする ている排水処理施設の使用を再開しようとする

ときは、遅滞なく、書面により市長に届け出な ときは、遅滞なく、書面により管理者に届け出

ければならない。 なければならない。

２ （略） ２ （略）

３ 使用者の変更（名義変更、使用者の氏名又は ３ 使用者の変更（名義変更、使用者の氏名又は

住所の変更その他の異動をいう｡)があったとき 住所の変更その他の異動をいう｡)があったとき

は、遅滞なくその旨を市長に届け出なければな は、遅滞なくその旨を管理者に届け出なければ

らない。 ならない。

（使用の一時制限） （使用の一時制限）

第22条 市長は、排水処理施設の修理又は清掃を 第22条 管理者は、排水処理施設の修理又は清掃

行うときその他管理上必要と認めるときは、そ を行うときその他管理上必要と認めるときは、

の使用を一時制限することができる。 その使用を一時制限することができる。

（使用料の徴収） （使用料の徴収）

第24条 市長は、排水処理施設の使用について、 第24条 管理者は、排水処理施設の使用につい

使用者から使用料を徴収する。 て、使用者から使用料を徴収する。

２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に ２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に

より、毎月又は隔月ごとに徴収する。ただし、 より、毎月又は隔月ごとに徴収する。ただし、

市長が必要と認めるときは、この限りでない。 管理者が必要と認めるときは、この限りでな

い。

３ 前項の規定にかかわらず、市長は、土木建築 ３ 前項の規定にかかわらず、管理者は、土木建

に関する工事の施行に伴う排水のため、排水処 築に関する工事の施行に伴う排水のため、排水

理施設を使用する場合その他排水処理施設を一 処理施設を使用する場合その他排水処理施設を

時使用する場合において、必要と認めるとき 一時使用する場合において、必要と認めるとき

は、使用料を前納させることができる。この場 は、使用料を前納させることができる。この場

合において、使用料の精算は、当該使用の廃止 合において、使用料の精算は、当該使用の廃止

の届出があったとき、又は市長が必要と認める の届出があったとき、又は管理者が必要と認め

ときに行う。 るときに行う。

（使用料の算定方法） （使用料の算定方法）

第25条 （略） 第25条 （略）

２ 前項に規定するもののほか、使用料の算定方 ２ 前項に規定するもののほか、使用料の算定方

法については、掛川市水道事業給水条例（平成 法については、掛川市水道事業給水条例（平成

17年掛川市条例第179号）第23条及び第25条 17年掛川市条例第179号）第23条及び第25条

（第２号及び第３号を除く。以下この項におい （第２号及び第３号を除く。以下この項におい



て同じ｡)の規定を準用する。この場合におい て同じ｡)の規定を準用する。この場合におい

て、同条例第23条中「管理者」とあるのは「市 て、「使用水量」とあるのは「排除汚水量」

長」と、「使用水量」とあるのは「排除汚水 と、「料金」とあるのは「使用料」と、同条例

量」と、「料金」とあるのは「使用料」と、同 第25条中「水道」とあるのは「排水処理施設」

条例第25条中「水道」とあるのは「排水処理施 と、「料金」とあるのは「使用料」と、「使用

設」と、「料金」とあるのは「使用料」と、 水量」とあるのは「排除汚水量」と読み替える

「使用水量」とあるのは「排除汚水量」と読み ものとする。

替えるものとする。

（排除汚水量の算定方法） （排除汚水量の算定方法）

第26条 排除汚水量の算定方法は、次の各号に掲 第26条 排除汚水量の算定方法は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定めるものとす げる区分に応じ、当該各号に定めるものとす

る。 る。

(1) 水道水を使用した場合における排除汚水量 (1) 水道水を使用した場合における排除汚水量

水道（水道法（昭和32年法律第177号）第 水道（水道法（昭和32年法律第177号）第

３条第１項の水道をいう｡)の使用水量とす ３条第１項の水道をいう｡)の使用水量とす

る。ただし、使用者が給水装置（同条第９項 る。ただし、使用者が給水装置（同条第９項

の給水装置をいう｡)を共同で使用している場 の給水装置をいう｡)を共同で使用している場

合等においては、それぞれの使用者の使用の 合等においては、それぞれの使用者の使用の

態様を勘案して市長が認定する使用水量とす 態様を勘案して管理者が認定する使用水量と

る。 する。

(2) 水道水以外の水を使用した場合における排 (2) 水道水以外の水を使用した場合における排

除汚水量 水道水以外の水に係る使用水量と 除汚水量 水道水以外の水に係る使用水量と

し、当該使用水量は、使用の態様を勘案して し、当該使用水量は、使用の態様を勘案して

市長が認定する。 管理者が認定する。

(3) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使 (3) 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使

用する水の量がその営業に伴い排水処理施設 用する水の量がその営業に伴い排水処理施設

に排除する汚水の量と著しく異なるものを営 に排除する汚水の量と著しく異なるものを営

む使用者に係る排除汚水量 次項の規定によ む使用者に係る排除汚水量 次項の規定によ

り当該使用者が提出する申請者の記載内容を り当該使用者が提出する申請者の記載内容を

勘案して市長が認定する。 勘案して管理者が認定する。

２ 前項第３号に規定する使用者は、使用月の末 ２ 前項第３号に規定する使用者は、使用月の末

日から起算して７日以内に、当該使用月におい 日から起算して７日以内に、当該使用月におい

て排水処理施設に排除した汚水の量及びその算 て排水処理施設に排除した汚水の量及びその算

定の根拠を記載した申告書を市長に提出しなけ 定の根拠を記載した申告書を管理者に提出しな

ればならない。 ければならない。

（計量装置の設置等） （計量装置の設置等）

第27条 市長は、前条第１項第２号の規定による 第27条 管理者は、前条第１項第２号の規定によ

認定のため、必要があると認めるときは、適当 る認定のため、必要があると認めるときは、適

な場所に計量装置を設置することができる。 当な場所に計量装置を設置することができる。

２ （略） ２ （略）

（資料の提出） （資料の提出）

第28条 市長は、使用料を算出するために必要な 第28条 管理者は、使用料を算出するために必要

限度において、使用者から必要な資料の提出を な限度において、使用者から必要な資料の提出

求めることができる。 を求めることができる。

（使用料の減免） （使用料の減免）



第29条 市長は、公益上その他特別の事情がある 第29条 管理者は、公益上その他特別の事情があ

と認めるときは、使用料を減免することができ ると認めるときは、使用料を減免することがで

る。 きる。

（委任） （委任）

第30条 この条例の施行に関し必要な事項は、規 第30条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 程で定める。

（掛川市農業集落排水事業分担金徴収条例の一部改正）

第７条 掛川市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成17年掛川市条例第100号）の一部を次のように改

正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（施行区域等の告示） （施行区域等の告示）

第３条 市長は、事業を施行し、当該事業に係る 第３条 下水道事業の管理者の権限を行う市長

分担金を受益者から徴収しようとするときは、 （以下「管理者」という｡)は、事業を施行し、

あらかじめ当該事業の施行区域、施行期間、賦 当該事業に係る分担金を受益者から徴収しよう

課対象区域等を定め、これを告示するものとす とするときは、あらかじめ当該事業の施行区

る。 域、施行期間、賦課対象区域等を定め、これを

告示するものとする。

（分担金の額） （分担金の額）

第４条 合併前の掛川市の区域（以下「旧掛川市 第４条 合併前の掛川市の区域（以下「旧掛川市

の区域」という｡)内における分担金の総額は、 の区域」という｡)内における分担金の総額は、

年度ごとに市長が必要と認める当該事業の事業 年度ごとに管理者が必要と認める当該事業の事

費の額に100分の５を乗じて得た額とする。 業費の額に100分の５を乗じて得た額とする。

２ （略） ２ （略）

（分担金の徴収方法） （分担金の徴収方法）

第６条 市長は、前２条の規定により分担金の額 第６条 管理者は、前２条の規定により分担金の

を決定したときは、遅滞なく当該分担金の額、 額を決定したときは、遅滞なく当該分担金の

納期限その他必要な事項を受益者に通知するも 額、納期限その他必要な事項を受益者に通知す

のとする。 るものとする。

２・３ （略） ２・３ （略）

（分担金の額の変更） （分担金の額の変更）

第７条 市長は、事業の変更等により分担金の額 第７条 管理者は、事業の変更等により分担金の



が変更になったときは、遅滞なく変更された分 額が変更になったときは、遅滞なく変更された

担金の額を受益者に通知し、過不足に係る額を 分担金の額を受益者に通知し、過不足に係る額

追徴し、又は還付するものとする。 を追徴し、又は還付するものとする。

（分担金の減免） （分担金の減免）

第８条 市長は、建築物の用途、災害その他特別 第８条 管理者は、建築物の用途、災害その他特

の理由があると認めるときは、分担金を免除す 別の理由があると認めるときは、分担金を免除

ることができる。 することができる。

（分担金の徴収猶予） （分担金の徴収猶予）

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する 第９条 管理者は、次の各号のいずれかに該当す

場合においては、分担金の徴収を猶予すること る場合においては、分担金の徴収を猶予するこ

ができる。 とができる。

(1) （略） (1) （略）

(2) 前号に掲げる場合のほか、市長が特に必要 (2) 前号に掲げる場合のほか、管理者が特に必

があると認めるとき。 要があると認めるとき。

（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い）

第10条 第３条の規定による告示の日後、受益者 第10条 第３条の規定による告示の日後、受益者

の変更があった場合において、当該変更に係る の変更があった場合において、当該変更に係る

当事者の一方又は双方がその旨を市長に届け出 当事者の一方又は双方がその旨を管理者に届け

たときは、新たに受益者となった者は、従前の 出たときは、新たに受益者となった者は、従前

受益者の地位を承継するものとする。ただし、 の受益者の地位を承継するものとする。ただ

第４条及び第５条の規定により定められた額の し、第４条及び第５条の規定により定められた

うち、当該届出の日までに納付すべき時期に至 額のうち、当該届出の日までに納付すべき時期

っているものについては、従前の受益者が納付 に至っているものについては、従前の受益者が

するものとする。 納付するものとする。

２ （略） ２ （略）

（延滞金） （延滞金）

第12条 （略） 第12条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 市長は、受益者が第１項の納期限までに納付 ５ 管理者は、受益者が第１項の納期限までに納

しなかったことについてやむを得ない事由があ 付しなかったことについてやむを得ない事由が

ると認める場合においては、同項の延滞金額を あると認める場合においては、同項の延滞金額

減免することができる。 を減免することができる。

（委任） （委任）

第14条 この条例の施行に関し必要な事項は、規 第14条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 程で定める。

（掛川市戸別浄化槽条例の一部改正）

第８条 掛川市戸別浄化槽条例（平成17年掛川市条例第101号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分



に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 戸別浄化槽 市が各戸（共同住宅にあって (1) 戸別浄化槽 市が各戸（共同住宅にあって

は、各共同住宅）ごとに設置し、及び管理す は、各共同住宅）ごとに設置し、及び管理す

る浄化槽（浄化槽法（昭和58年法律第43号。 る浄化槽（浄化槽法（昭和58年法律第43号。

以下「法」という｡)第２条第１号に規定する 以下「法」という｡)第２条第１号に規定する

浄化槽で、規則で定めるものをいう｡)で、建 浄化槽で、規程で定めるものをいう｡)で、建

築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第

32条第１項第１号の表に規定する方法により 32条第１項第１号の表に規定する方法により

算定した処理対象人員が50人以下のものをい 算定した処理対象人員が50人以下のものをい

う。 う。

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略）

２ （略） ２ （略）

（処理区域の告示） （処理区域の告示）

第３条 市長は、処理区域を定めたときは、その 第３条 下水道事業の管理者の権限を行う市長

旨を告示するものとする。処理区域を変更した （以下「管理者」という｡)は、処理区域を定め

ときも、同様とする。 たときは、その旨を告示するものとする。処理

区域を変更したときも、同様とする。

（設置の申請） （設置の申請）

第４条 住宅所有者等で戸別浄化槽の設置を希望 第４条 住宅所有者等で戸別浄化槽の設置を希望

するもの（以下「申請者」という｡)は、市長に するもの（以下「申請者」という｡)は、管理者

申請しなければならない。 に申請しなければならない。

２ 市長は、前項の規定による申請があったとき ２ 管理者は、前項の規定による申請があったと

は、その内容を審査し、設置の可否を決定し、 きは、その内容を審査し、設置の可否を決定

申請者に通知するものとする。 し、申請者に通知するものとする。

（工事計画の作成等） （工事計画の作成等）

第５条 市長は、前条第２項の規定による審査の 第５条 管理者は、前条第２項の規定による審査

結果、戸別浄化槽の設置が可能であると認める の結果、戸別浄化槽の設置が可能であると認め

ときは、次に掲げる事項を定めた工事計画を作 るときは、次に掲げる事項を定めた工事計画を

成し、申請者の承認を求めるものとする。工事 作成し、申請者の承認を求めるものとする。工

計画を変更したときも、同様とする。 事計画を変更したときも、同様とする。

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

２ 申請者は、工事計画に異議があるときは、市 ２ 申請者は、工事計画に異議があるときは、管

長に対し、当該工事計画の変更を求めることが 理者に対し、当該工事計画の変更を求めること

できる。 ができる。

３ 申請者は、工事計画を承認するときは、市長 ３ 申請者は、工事計画を承認するときは、管理

に承認書を提出しなければならない。 者に承認書を提出しなければならない。



４ 前項の規定により工事計画を承認した申請者 ４ 前項の規定により工事計画を承認した申請者

（以下「受益者」という｡)は、市長に対し、当 （以下「受益者」という｡)は、管理者に対し、

該工事計画に基づく戸別浄化槽の設置につい 当該工事計画に基づく戸別浄化槽の設置につい

て、必要な協力をしなければならない。 て、必要な協力をしなければならない。

（設置完了の通知） （設置完了の通知）

第７条 市長は、戸別浄化槽の設置を完了したと 第７条 管理者は、戸別浄化槽の設置を完了した

きは、速やかに、その旨を受益者に通知するも ときは、速やかに、その旨を受益者に通知する

のとする。 ものとする。

（特別な工事に要する費用） （特別な工事に要する費用）

第８条 戸別浄化槽の設置の際、規則で定める標 第８条 戸別浄化槽の設置の際、規程で定める標

準的な工事以外の工事を必要とするときは、当 準的な工事以外の工事を必要とするときは、当

該工事に要する費用は、受益者の負担とする。 該工事に要する費用は、受益者の負担とする。

（分担金の徴収） （分担金の徴収）

第９条 市長は、戸別浄化槽の設置に係る費用の 第９条 管理者は、戸別浄化槽の設置に係る費用

一部に充てるため、地方自治法（昭和22年法律 の一部に充てるため、地方自治法（昭和22年法

第67号）第224条の規定に基づき、受益者から 律第67号）第224条の規定に基づき、受益者か

別表第１に定める額の分担金を徴収するものと ら別表第１に定める額の分担金を徴収するもの

する。 とする。

２ 市長は、分担金を徴収しようとするときは、 ２ 管理者は、分担金を徴収しようとするとき

当該分担金の額、納期限その他分担金の納付に は、当該分担金の額、納期限その他分担金の納

関し必要な事項を受益者に通知するものとす 付に関し必要な事項を受益者に通知するものと

る。 する。

３ 分担金は、一括して徴収するものとする。た ３ 分担金は、一括して徴収するものとする。た

だし、市長が特別な理由があると認めるとき だし、管理者が特別な理由があると認めるとき

は、この限りでない。 は、この限りでない。

（分担金の減免及び徴収猶予） （分担金の減免及び徴収猶予）

第10条 市長は、建築物の用途、災害その他特別 第10条 管理者は、建築物の用途、災害その他特

の理由があると認めるときは、分担金を減免 別の理由があると認めるときは、分担金を減免

し、又は分担金の徴収を猶予することができ し、又は分担金の徴収を猶予することができ

る。 る。

（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い）

第11条 受益者の変更があった場合において、当 第11条 受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を 該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を

市長に届け出たときは、新たに受益者となった 管理者に届け出たときは、新たに受益者となっ

者は、従前の受益者の地位を承継するものとす た者は、従前の受益者の地位を承継するものと

る。ただし、当該届出の日までに納付すべき時 する。ただし、当該届出の日までに納付すべき

期に至っているものについては、従前の受益者 時期に至っているものについては、従前の受益

が納付するものとする。 者が納付するものとする。

（延滞金） （延滞金）

第13条 （略） 第13条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 市長は、受益者が第１項の納期限までに納付 ５ 管理者は、受益者が第１項の納期限までに納

しなかったことについてやむを得ない事由があ 付しなかったことについてやむを得ない事由が

ると認める場合においては、同項の延滞金額を あると認める場合においては、同項の延滞金額

減免することができる。 を減免することができる。



（排水設備の設置義務） （排水設備の設置義務）

第15条 （略） 第15条 （略）

２ 前項の規定にかかわらず、第５条第１項の工 ２ 前項の規定にかかわらず、第５条第１項の工

事計画において戸別浄化槽の設置に併せて排水 事計画において戸別浄化槽の設置に併せて排水

設備を設置することを市長が認めたときは、第 設備を設置することを管理者が認めたときは、

７条の規定による通知の前に設置することがで 第７条の規定による通知の前に設置することが

きる。 できる。

（排水設備の構造基準） （排水設備の構造基準）

第16条 受益者は、排水設備の新設、増設又は改 第16条 受益者は、排水設備の新設、増設又は改

築（以下「新設等」という｡)を行うときは、規 築（以下「新設等」という｡)を行うときは、規

則で定める基準に従い、戸別浄化槽の機能を妨 程で定める基準に従い、戸別浄化槽の機能を妨

げ、又は戸別浄化槽を損傷しないように行わな げ、又は戸別浄化槽を損傷しないように行わな

ければならない。 ければならない。

（排水設備の計画の確認） （排水設備の計画の確認）

第17条 排水設備の新設等を行おうとする者は、 第17条 排水設備の新設等を行おうとする者は、

あらかじめその計画について、規則で定めると あらかじめその計画について、規程で定めると

ころにより市長の確認を受けなければならな ころにより管理者の確認を受けなければならな

い。 い。

２ 前項の規定は、同項の規定により市長の確認 ２ 前項の規定は、同項の規定により管理者の確

を受けた事項を変更しようとするときについて 認を受けた事項を変更しようとするときについ

準用する。 て準用する。

（排水設備の新設等の検査） （排水設備の新設等の検査）

第18条 排水設備の新設等を行った者は、工事が 第18条 排水設備の新設等を行った者は、工事が

完了した日から５日以内にその旨を市長に届け 完了した日から５日以内にその旨を管理者に届

出なければならない。 け出なければならない。

２ 市長は、前項の規定による届出があったとき ２ 管理者は、前項の規定による届出があったと

は、速やかに検査をし、当該工事の内容が第16 きは、速やかに検査をし、当該工事の内容が第

条に規定する基準に適合していると認めるとき 16条に規定する基準に適合していると認めると

は、当該排水設備の新設等を行った者に対し、 きは、当該排水設備の新設等を行った者に対

検査済証を交付するものとする。 し、検査済証を交付するものとする。

（排水設備の工事の実施） （排水設備の工事の実施）

第19条 排水設備の新設等に係る工事（設計を含 第19条 排水設備の新設等に係る工事（設計を含

む｡)は、市長が当該工事に関し技能を有する者 む｡)は、管理者が当該工事に関し技能を有する

として指定する掛川市排水設備指定工事店（以 者として指定する掛川市排水設備指定工事店

下「指定工事店」という｡)が行わなければなら （以下「指定工事店」という｡)が行わなければ

ない。ただし、市長が指定工事店以外の者に当 ならない。ただし、管理者が指定工事店以外の

該工事を行わせることが適当であると認めると 者に当該工事を行わせることが適当であると認

きは、この限りでない。 めるときは、この限りでない。

２ （略） ２ （略）

（既設排水設備の認定） （既設排水設備の認定）

第21条 現に使用している排水施設を排水設備と 第21条 現に使用している排水施設を排水設備と

して使用しようとする者は、第17条第１項の規 して使用しようとする者は、第17条第１項の規

定に準じて市長の確認を受けなければならな 定に準じて管理者の確認を受けなければならな

い。 い。

（必要措置の指示） （必要措置の指示）



第23条 市長は、排水設備の管理が不適切である 第23条 管理者は、排水設備の管理が不適切であ

ため、戸別浄化槽の管理に支障が生ずるおそれ るため、戸別浄化槽の管理に支障が生ずるおそ

があると認めるときは、使用者に必要な措置を れがあると認めるときは、使用者に必要な措置

指示することができる。 を指示することができる。

（使用開始等の届出） （使用開始等の届出）

第24条 使用者は、戸別浄化槽の使用を開始し、 第24条 使用者は、戸別浄化槽の使用を開始し、

休止し、若しくは廃止し、又は現に休止してい 休止し、若しくは廃止し、又は現に休止してい

る戸別浄化槽の使用を再開しようとするとき る戸別浄化槽の使用を再開しようとするとき

は、遅滞なく、書面により市長に届け出なけれ は、遅滞なく、書面により管理者に届け出なけ

ばならない。 ればならない。

２ （略） ２ （略）

３ 使用者の変更があったときは、遅滞なくその ３ 使用者の変更があったときは、遅滞なくその

旨を市長に届け出なければならない。 旨を管理者に届け出なければならない。

（使用の一時制限） （使用の一時制限）

第25条 市長は、戸別浄化槽の修理又は清掃を行 第25条 管理者は、戸別浄化槽の修理又は清掃を

うときその他管理上必要と認めるときは、その 行うときその他管理上必要と認めるときは、そ

使用を一時制限することができる。 の使用を一時制限することができる。

（使用料の徴収） （使用料の徴収）

第28条 市長は、戸別浄化槽の使用について、使 第28条 管理者は、戸別浄化槽の使用について、

用者から使用料を徴収する。 使用者から使用料を徴収する。

２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に ２ 使用料は、納入通知書又は口座振替の方法に

より、毎月徴収する。ただし、市長が必要と認 より、毎月徴収する。ただし、管理者が必要と

めるときは、この限りでない。 認めるときは、この限りでない。

（使用料の減免） （使用料の減免）

第30条 市長は、公益上その他特別の理由がある 第30条 管理者は、公益上その他特別の理由があ

と認めるときは、使用料を減免することができ ると認めるときは、使用料を減免することがで

る。 きる。

（行為の制限） （行為の制限）

第32条 次に掲げる行為をしようとする者は、市 第32条 次に掲げる行為をしようとする者は、管

長の承諾を得なければならない。承諾を得た事 理者の承諾を得なければならない。承諾を得た

項を変更するときも、同様とする。 事項を変更するときも、同様とする。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

（戸別浄化槽の移設等） （戸別浄化槽の移設等）

第33条 受益者は、自己の責めに帰すべき理由に 第33条 受益者は、自己の責めに帰すべき理由に

より戸別浄化槽を移転し、又は撤去する必要が より戸別浄化槽を移転し、又は撤去する必要が

生じたときは、市長に申し出て、その指示に従 生じたときは、管理者に申し出て、その指示に

わなければならない。 従わなければならない。

２ （略） ２ （略）

（資料の提出） （資料の提出）

第34条 市長は、受益者及び使用者に対し、戸別 第34条 管理者は、受益者及び使用者に対し、戸

浄化槽の設置、維持管理等を行うために必要な 別浄化槽の設置、維持管理等を行うために必要

資料の提出を求めることができる。 な資料の提出を求めることができる。

（個人設置浄化槽の寄附） （個人設置浄化槽の寄附）

第37条 個人設置浄化槽（処理区域内に設置され 第37条 個人設置浄化槽（処理区域内に設置され

た浄化槽で、戸別浄化槽以外のものをいう。以 た浄化槽で、戸別浄化槽以外のものをいう。以



下同じ｡)の設置者は、市長に対し、個人設置浄 下同じ｡)の設置者は、管理者に対し、個人設置

化槽の寄附の申出をすることができる。 浄化槽の寄附の申出をすることができる。

２ 市長は、前項の規定による申出があったとき ２ 管理者は、前項の規定による申出があったと

は、受入れの可否を決定し、その結果を当該申 きは、受入れの可否を決定し、その結果を当該

出者に通知するものとする。 申出者に通知するものとする。

３ 市長が寄附を受け入れた個人設置浄化槽は、 ３ 管理者が寄附を受け入れた個人設置浄化槽

戸別浄化槽とみなして、この条例の規定（分担 は、戸別浄化槽とみなして、この条例の規定

金に関する規定を除く｡)を適用する。 （分担金に関する規定を除く｡)を適用する。

（立入検査） （立入検査）

第38条 市長は、この条例の施行に必要な限度に 第38条 管理者は、この条例の施行に必要な限度

おいて、保管義務者に対し、報告を求め、又は において、保管義務者に対し、報告を求め、又

市長が指定する職員若しくは委任した者（以下 は管理者が指定する職員若しくは委任した者

「職員等」という｡)に戸別浄化槽及び排水設備 （以下「職員等」という｡)に戸別浄化槽及び排

（以下「戸別浄化槽等」という｡)の存する土地 水設備（以下「戸別浄化槽等」という｡)の存す

若しくは建築物に立ち入り、戸別浄化槽等の検 る土地若しくは建築物に立ち入り、戸別浄化槽

査をさせることができる。ただし、人の住居に 等の検査をさせることができる。ただし、人の

使用する建築物に立ち入る場合においては、あ 住居に使用する建築物に立ち入る場合において

らかじめ、その居住者の承諾を得なければなら は、あらかじめ、その居住者の承諾を得なけれ

ない。 ばならない。

２ （略） ２ （略）

（委任） （委任）

第39条 この条例の施行に関し必要な事項は、規 第39条 この条例の施行に関し必要な事項は、規

則で定める。 程で定める。

別表第２（第29条関係） 別表第２（第29条関係）

人 槽 区 分 金 額 人 槽 区 分 金 額

（略） （略）

11人槽から50人 市長が別に定める額 11人槽から50人 管理者が別に定める額
槽まで 槽まで

（掛川市排水設備指定工事店条例の一部改正）

第９条 掛川市排水設備指定工事店条例（平成17年掛川市条例第102号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後



（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) （略） (1) （略）

(2) 指定工事店 市長が工事に関し技能を有す (2) 指定工事店 市長（下水道事業の管理者の

る者として指定する掛川市排水設備指定工事 権限を行う市長を含む。以下同じ｡)が工事に

店をいう。 関し技能を有する者として指定する掛川市排

水設備指定工事店をいう。

(3) （略） (3) （略）

（掛川市水道事業の設置等に関する条例の一部改正）

第10条 掛川市水道事業の設置等に関する条例（平成17年掛川市条例第177号）の一部を次のように改正す

る。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

掛川市水道事業の設置等に関する条 掛川市水道事業及び下水道事業の設

例 置等に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年

法律第292号。以下「法」という｡)の規定に基

づき、掛川市水道事業の設置等に関し必要な事

項を定めるものとする。

（設置） （設置）

第２条 （略） 第１条 （略）

２ 汚水及び雨水を排除し、又は処理するため、

公共下水道事業及び農業集落排水事業並びに浄

化槽市町村設置推進事業（以下「下水道事業」

という｡)を設置する。

（地方公営企業法の適用）

第２条 この条例は、地方公営企業法（昭和27年

法律第292号。以下「法」という｡)第２条第３

項及び地方公営企業法施行令（昭和27年政令第



403号。以下「令」という｡)第１条第２項の規

定に基づき、下水道事業に法の規定の全部を適

用する。

（経営の基本） （経営の基本）

第３条 水道事業は、常に企業の経済性を発揮す 第３条 水道事業及び下水道事業（以下「上下水

るとともに、公共の福祉を増進するよう運営さ 道事業」という｡)は、常に企業の経済性を発揮

れなければならない。 するとともに、公共の福祉を増進するよう運営

されなければならない。

２ 給水区域は、掛川市の区域のうち水道法（昭 ２ 水道事業の種類及び規模は、次の各号の定め

和32年法律第177号）第10条第１項の規定によ るところによる。

る許可を受けた区域とする。 (1) 給水区域は、掛川市の区域のうち水道法

（昭和32年法律第177号）第10条第１項の規

定による許可を受けた区域とする。

(2) 給水人口は、117,000人とする。

(3) １日最大給水量は、54,900立方メートルと

する。

３ 給水人口は、115,000人とする。 ３ 下水道事業の種類及び規模は、次の各号の定

めるところによる。

(1) 公共下水道事業

ア 排水区域 掛川市の区域のうち、下水道

法（昭和33年法律第79号）第４条第１項の

規定による認可を受けた事業計画（以下、

「事業計画」という｡)に定める区域

イ 施設 事業計画に定めた管渠、ポンプ場

及び処理場

(2) 農業集落排水事業

ア 排水処理施設 掛川市農業集落排水処理

施設条例（平成17年掛川市条例第99号。以

下「排水条例」という｡)第４条に定めた施

設

イ 排水区域 排水条例第６条に定めた供用

開始の告示をした区域

(3) 浄化槽市町村設置推進事業

ア 処理区域 掛川市戸別浄化槽条例（平成

17年掛川市条例第101号）第３条に定めた

区域

４ １日最大給水量は、57,900立方メートルとす

る。

（管理者） （管理者）

第４条 法第７条ただし書及び地方公営企業法施 第４条 法第７条ただし書及び令第８条の２の規

行令（昭和27年政令第403号）第８条の２の規 定により、上下水道事業に管理者を置かないも

定により、水道事業に管理者を置かないものと のとする。

する。

（事業所） （事業所）

第５条 水道事業の主たる事業所を掛川市長谷一 第５条 上下水道事業の主たる事業所を掛川市長



丁目１番地の２に置く。 谷一丁目１番地の２に置く。

（組織） （組織）

第６条 法第14条の規定に基づき、管理者の権限 第６条 法第14条の規定に基づき、上下水道事業

に属する事務を処理させるため、上下水道部を の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」と

置く。 いう｡)の権限に属する事務を処理させるため、

上下水道部を置く。

（重要な資産の取得及び処分） （重要な資産の取得及び処分）

第７条 法第33条第２項の規定により予算で定め 第７条 法第33条第２項の規定により予算で定め

なければならない水道事業の用に供する資産の なければならない上下水道事業の用に供する資

取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得て 産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を

する売払い以外の方法による譲渡にあっては、 得てする売払い以外の方法による譲渡にあって

その適正な見積価額）が2,000万円以上の不動 は、その適正な見積価額）が2,000万円以上の

産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不動産 不動産若しくは動産の買入れ若しくは譲渡（不

の信託の場合を除き、土地については、その面 動産の信託の場合を除き、土地については、そ

積が１件5,000平方メートル以上のものに係る の面積が１件5,000平方メートル以上のものに

ものに限る｡)又は不動産の信託の受益権の買入 係るものに限る｡)又は不動産の信託の受益権の

れ若しくは譲渡とする。 買入れ若しくは譲渡とする。

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除）

第８条 法第34条において準用する地方自治法 第８条 法第34条において準用する地方自治法

（昭和22年法律第67号）第243条の２第８項の （昭和22年法律第67号）第243条の２第８項の

規定により水道事業の業務に従事する職員の賠 規定により上下水道事業の業務に従事する職員

償責任の免除について議会の同意を得なければ の賠償責任の免除について議会の同意を得なけ

ならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が ればならない場合は、当該賠償責任に係る賠償

10万円以上である場合とする。 額が10万円以上である場合とする。

（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領 （議会の議決を要する負担付きの寄附の受領

等） 等）

第９条 水道事業の業務に関し、法第40条第２項 第９条 上下水道事業の業務に関し、法第40条第

の規定により条例で定めるものは、次に掲げる ２項の規定により条例で定めるものは、次に掲

ものとする。 げるものとする。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

（業務状況説明書類の提出） （業務状況説明書類の提出）

第10条 管理者は、水道事業に関し、法第40条の 第10条 管理者は、上下水道事業に関し、法第40

２第１項の規定に基づき、毎事業年度４月１日 条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度４月

から９月30日までの業務の状況を説明する書類 １日から９月30日までの業務の状況を説明する

を11月30日までに、10月１日から３月31日まで 書類を11月30日までに、10月１日から３月31日

の業務の状況を説明する書類を５月31日までに までの業務の状況を説明する書類を５月31日ま

市長に提出しなければならない。 でに市長に提出しなければならない。

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に ２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に

掲げる事項を記載するとともに、11月30日まで 掲げる事項を記載するとともに、11月30日まで

に提出する書類においては前事業年度の決算の に提出する書類においては前事業年度の決算の

状況を、５月31日までに提出する書類において 状況を、５月31日までに提出する書類において

は同日の属する事業年度の予算の概要及び事業 は同日の属する事業年度の予算の概要及び事業

の経営方針をそれぞれ明らかにしなければなら の経営方針をそれぞれ明らかにしなければなら

ない。 ない。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）



(3) 前２号に掲げるもののほか、水道事業の経 (3) 前２号に掲げるもののほか、上下水道事業

営状況を明らかにするため管理者が必要があ の経営状況を明らかにするため管理者が必要

ると認める事項 があると認める事項

３ （略） ３ （略）

（掛川市水道事業給水条例の一部改正）

第11条 掛川市水道事業給水条例（平成17年掛川市条例第179号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用 第３条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）

(5) 管理者 地方公営企業法（昭和27年法律第

292号）第７条の規定により水道事業に置か

れる管理者をいう。

(6) （略） (5) （略）

(7) （略） (6) （略）

（給水装置の新設等の申込み） （給水装置の新設等の申込み）

第５条 給水装置の新設、改造、修繕（省令第13 第５条 給水装置の新設、改造、修繕（省令第13

条に規定する給水装置の軽微な変更を除く｡)又 条に規定する給水装置の軽微な変更を除く｡)又

は撤去をしようとする者は、管理者の定めると は撤去をしようとする者は、水道事業の管理者

ころにより、あらかじめ管理者に申し込み、そ の権限を行う市長（以下「管理者」という｡)の

の承認を受けなければならない。 定めるところにより、あらかじめ管理者に申し

込み、その承認を受けなければならない。

２ （略） ２ （略）

（掛川市簡易水道条例の一部改正）

第12条 掛川市簡易水道条例（平成17年掛川市条例第180号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。



(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（設置） （設置）

第１条 （略） 第１条 （略）

（名称及び給水区域） （法の全部適用）

第２条 簡易水道事業の用に供する水道（以下 第２条 地方公営企業法（昭和27年法律第292

「簡易水道」という｡)の名称及び給水区域は、 号。以下「法」という｡)第２条第３項及び地方

次のとおりとする。 公営企業法施行令（昭和27年政令第403号）第

(1) 松葉簡易水道 倉真の一部 １条第２項の規定により、簡易水道事業に法の

(2) 泉簡易水道 黒俣 規定の全部を適用する。

(3) 萩間簡易水道 萩間

(4) 居尻簡易水道 居尻

(5) 大和田簡易水道 大和田の一部、孕石及び

丹間の一部

（経営の基本）

第３条 簡易水道事業は、常に企業の経済性を発

揮するとともに、公共の福祉を増進するよう運

営されなければならない。

２ 給水区域は、水道法（昭和32年法律第177

号）第６条第１項による認可を受けた次の区域

とする。

(1) 松葉簡易水道 倉真の一部

(2) 泉簡易水道 黒俣

(3) 萩間簡易水道 萩間

(4) 居尻簡易水道 居尻

(5) 大和田簡易水道 大和田の一部、孕石及び

丹間の一部

３ 簡易水道事業の経営の規模は、次の表のとお

りとする。

名称 給水人口 １日最大給水量

松葉簡易水道 270人 40.5㎥

泉簡易水道 225人 34.0㎥

萩間簡易水道 190人 46.5㎥

居尻簡易水道 200人 70.0㎥

大和田簡易水道 308人 177.5㎥



（料金） （料金）

第３条 （略） 第４条 （略）

（準用） （準用）

第４条 第５条 掛川市水道事業及び下水道事業の設置等

に関する条例（平成17年掛川市条例第177号）

の規定（第１条から第３条までの規定を除く｡)

は、簡易水道事業について準用する。この場合

において、これらの規定中「上下水道事業」と

あるのは「簡易水道事業」と読み替えるものと

する。

掛川市水道事業給水条例（平成17年掛川市条 ２ 掛川市水道事業給水条例（平成17年掛川市条

例第179号）の規定（第２条、第22条、第27条 例第179号）の規定（第２条、第22条、第27条

第１号及び第28条を除く｡)は、簡易水道の管理 第１号及び第28条を除く｡)は、簡易水道の管理

及び使用について準用する。この場合におい 及び使用について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「水道事業」とあるのは て、これらの規定中「水道事業」とあるのは

「簡易水道」と、「管理者」とあるのは「市 「簡易水道事業」と、同条例第34条第１号中

長」と、同条例第34条第１号中「第22条の料 「第22条の料金、第27条の手数料又は第28条の

金、第27条の手数料又は第28条の加入金」とあ 加入金」とあるのは「掛川市簡易水道条例第４

るのは「掛川市簡易水道条例第３条の料金又は 条の料金又は第27条の手数料」と、同条例第39

第27条の手数料」と、同条例第39条第４号及び 条第４号及び第40条中「第22条の料金」とある

第40条中「第22条の料金」とあるのは「掛川市 のは「掛川市簡易水道条例第４条の料金」と読

簡易水道条例第３条の料金」と読み替えるもの み替えるものとする。

とする。

別表（第３条関係） 別表（第４条関係）

（略） （略）

（掛川市公共下水道事業区域外流入分担金条例の一部改正）

第13条 掛川市公共下水道事業区域外流入分担金条例（平成24年掛川市条例第１号）の一部を次のように

改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあって

は「改正後の部分」という｡)については、次のとおりとする。

(1) 改正部分及びそれに対応する改正後の部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後の部分

に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後の部分のみ存在するときは、当該改正後の部分を加える。

改 正 前 改 正 後

（定義） （定義）



第２条 この条例において、次の各号に掲げる用 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略）

２ 市長は、土地区画整理法（昭和29年法律第 ２ 下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下

119号）による土地区画整理事業の施行に係る 「管理者」という｡)は、土地区画整理法（昭和

土地について仮換地の指定が行われた場合にお 29年法律第119号）による土地区画整理事業の

いて、必要があると認めるときは、換地処分が 施行に係る土地について仮換地の指定が行われ

行われたものとみなして、前項の受益者を定め た場合において、必要があると認めるときは、

ることができる。 換地処分が行われたものとみなして、前項の受

益者を定めることができる。

（分担金の額） （分担金の額）

第３条 （略） 第３条 （略）

２ 前項の規定により受益者が負担する分担金の ２ 前項の規定により受益者が負担する分担金の

額の算定基準となる地積は、公簿によるものと 額の算定基準となる地積は、公簿によるものと

し、前条第２項の仮換地の指定が行われた土地 し、前条第２項の仮換地の指定が行われた土地

については、当該仮換地の地積とする。ただ については、当該仮換地の地積とする。ただ

し、市長が必要があると認めるときは、実測そ し、管理者が必要があると認めるときは、実測

の他の方法によることができる。 その他の方法によることができる。

３ （略） ３ （略）

（分担金の賦課及び徴収） （分担金の賦課及び徴収）

第５条 市長は、受益者ごとに、第３条又は前条 第５条 管理者は、受益者ごとに、第３条又は前

の規定により算出した分担金の額を定め、賦課 条の規定により算出した分担金の額を定め、賦

するものとする。 課するものとする。

２ 市長は、前項の規定により分担金の額を定め ２ 管理者は、前項の規定により分担金の額を定

たときは、遅滞なく当該分担金の額、納期限そ めたときは、遅滞なく当該分担金の額、納期限

の他必要な事項を受益者に通知するものとす その他必要な事項を受益者に通知するものとす

る。 る。

３ （略） ３ （略）

（分担金の減免） （分担金の減免）

第６条 国又は地方公共団体が公共の用に供して 第６条 国又は地方公共団体が公共の用に供して

いる土地で市長が別に定めるものについては、 いる土地で管理者が別に定めるものについて

分担金を徴収しないものとする。 は、分担金を徴収しないものとする。

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する受益 ２ 管理者は、次の各号のいずれかに該当する受

者の分担金を減免することができる。 益者の分担金を減免することができる。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）

(5) 前各号に掲げる受益者のほか、市長が特に (5) 前各号に掲げる受益者のほか、管理者が特

分担金を減免する必要があると認める受益者 に分担金を減免する必要があると認める受益

者

（分担金の徴収猶予） （分担金の徴収猶予）

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当する 第７条 管理者は、次の各号のいずれかに該当す

場合においては、分担金の徴収を猶予すること る場合においては、分担金の徴収を猶予するこ

ができる。 とができる。

(1) （略） (1) （略）

(2) 前号に掲げる場合のほか、市長が特に必要 (2) 前号に掲げる場合のほか、管理者が特に必

があると認めるとき。 要があると認めるとき。



（受益者に変更があった場合の取扱い） （受益者に変更があった場合の取扱い）

第８条 受益者の変更があった場合において、当 第８条 受益者の変更があった場合において、当

該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を 該変更に係る当事者の一方又は双方がその旨を

市長に届け出たときは、新たに受益者となった 管理者に届け出たときは、新たに受益者となっ

者は、従前の受益者の地位を承継するものとす た者は、従前の受益者の地位を承継するものと

る。ただし、第５条第１項の規定により定めら する。ただし、第５条第１項の規定により定め

れた額のうち、当該届出の日までに納付すべき られた額のうち、当該届出の日までに納付すべ

時期に至っているものについては、従前の受益 き時期に至っているものについては、従前の受

者が納付するものとする。 益者が納付するものとする。

（延滞金） （延滞金）

第10条 （略） 第10条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 市長は、受益者が第１項の納期限までに納付 ５ 管理者は、受益者が第１項の納期限までに納

しなかったことについてやむを得ない事由があ 付しなかったことについてやむを得ない事由が

ると認める場合においては、同項の延滞金額を あると認める場合においては、同項の延滞金額

減免することができる。 を減免することができる。

（委任） （委任）

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市 第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、管

長が別に定める。 理者が別に定める。

（掛川市簡易水道事業財政調整基金条例及び掛川市飲料水供給施設条例の廃止）

第14条 次に掲げる条例は、廃止する。

(1) 掛川市簡易水道事業財政調整基金条例（平成17年掛川市条例第68号）

(2) 掛川市飲料水供給施設条例（平成17年掛川市条例第181号）

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。


